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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、奨学金制度の制度変更に地域差があることを自然実験と見なし、進学費用
の変化が家計の進学行動に与える影響を計測することである。市町村データを用いたDifference-in-Differenceおよび
、個人データを用いたTriple Differenceによる分析によると、制度変更に影響を受け、外生的に進学費用の低下した
家計は、短大・大学への進学率を高めるものの、その影響は短期的である可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study examines whether the reduction of the enrollment cost promotes the 
college enrollment rate of high school graduates using regional variation in Student Loan Reform in Japan 
as natural experiment. We conduct a difference-in-differences estimation by using municipal data as well 
as a triple difference estimation by using individual-level data. We find that the exogenous reduction of 
enrollment cost improved college enrollment, but that the impact became limited within a year of the 
reform.

研究分野： 教育経済学

キーワード： 進学行動　政策評価
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
(1) 奨学金が存在することの経済学的な根

拠は市場の不完全性の緩和である。奨学金が
有効であるかを判断するには、奨学金により
借入制約に直面した個人の進学行動へどの
程度影響を与えたか、奨学金を受給すること
により労働市場での成果をどの程度上昇さ
せたかを厳密に計測する必要がある。 

 
(2) しかし、進学の意思決定と奨学金受給

双方に影響を与える観測できない要因によ
り、奨学金が家計の高等教育進学・教育の収
益率に及ぼす因果的な効果を識別すること
は必ずしも容易ではない。効果を識別するた
めには本人の意思決定からは外生である進
学費用の変化を利用する必要がある。 

 
(3) 奨学金制度の重要性が指摘されている

にもかかわらず、我が国において奨学金が進
学に及ぼす効果を厳密に検討した研究は見
当たらない。奨学金が与える効果の厳密な計
測は、望ましい教育政策を考察するうえで重
要である。 
 
２．研究の目的 

 
本研究課題では、奨学金の効果を厳密に計

測することを目的とする。とりわけ、1999
年の日本学生支援機構の奨学金制度の地域
差を自然実験とみなし、進学費用の低下がど
のような家計の進学行動に影響を及ぼした
のか、進学時点で制度変更に直面した個人が
労働市場での成果にどのような影響を与え
たのかについて研究を行う。 
 
３．研究の方法 

 
(1) 日本学生支援機構奨学金の制度変更に

より、新たに奨学金を受けることが可能とな
った層に注目し、制度変更に直面した高校卒
業者の短大・大学進学確率への影響を、市町
村データおよび個人データを用いて分析す
る。 

 
(2) 制度変更以前は、奨学金申請のための

収入基準が高い地域と低い地域があったが、
制度変更に伴い、収入基準が低かった地域が
高い地域に統合され、一方の地域のみ進学費
用が変化した。 

 
(3) 具体的には、それまで生活保護地域 1

級地に相当する A 級地の基準額は、2 級地以
下に相当する B 級地の基準額より高く設定
されていたが、制度変更により級地区分が廃
止され、B 級地の家計のみ進学費用が下がる
状況が生まれた。（図 1 参照） 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1：収入基準額の地域別推移 

 
(4) 上記の制度変更によって引き起こされ

た状況を利用し、制度変更に影響受けた地域
の、制度変更前後の高卒者の短大・大学進学
確率の変化を市町村データ及び個人データ
で分析する。さらに、制度変更の影響を受け
たグループの労働市場での成果への影響を
分析する。 
 
４．研究成果 

 
(1) 制度変更の影響が地域により異なるこ

とを利用し、奨学金の受給資格が拡大したこ
とが短大・大学進学確率に与える影響を分析
した。 

 
①制度変更は地域別に生じているが、その

地域区分は生活保護区分と対応している。そ
のため、制度変更の影響は市町村別に生じて
いるため、市町村別データを主として用いた。
1996-2003 年 の 市 町 村 デ ー タ を 用 い
Difference in Differences により制度変更に
より奨学金受給資格の拡大が進学に与える
効果を分析した。 

 
②DD 推計の仮定の 1 つであるグループ間

のトレンドが等しいかどうかを検討した。制
度変更前後の 2 時点のみのデータを用い、階
差モデルを推計したところ、制度変更前 2 時
点の分析では両グループでトレンドが共通
であることが確認された。 

 
③制度変更前後の 2時点のみのデータを用

い、階差モデルを推計したところ、制度変更
に影響を受けたグループのみ短大・大学進学
確率が上昇することが確認された。制度変更
後 2時点のみのデータを用いた階差モデルの
結果によると、2 つのグループの進学確率に
差がないことが確認された。 

 
④進学確率に影響を与えうる観察できな

い市町村固有の効果を十分に制御しつつ、制
度変更の影響を分析するために 1996-2003
年のデータを用い、固定効果モデルに基づき
推計を行った。制度変更の効果を示す係数の
時系列推移を示したのが、図 2 である。図 2
によると、制度変更直後の 2001 年（1999 年
の制度変更に影響を受けた高校 3年生の進学



実績が観察される年）においてのみ、係数は
統計的に有意であり、それ以外の年では影響
が確認されなかった。つまり、制度変更に影
響を受け、受給資格が拡大したグループの短
大・大学への進学確率は上昇するが、その効
果は制度変更直後に限定されることが示さ
れた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 制度変更効果の時系列推移 

 
(2) 同じ級地区分内であっても所得水準に

より制度変更の影響が異なることを考慮し
た分析を行った。 

 
①制度変更は地域ごとに生じているが、同

一地域内でも、所得階層により影響が異なる。
この状況を利用し、回答者の過去の居住地情
報 が 入 手 で き る JGSS を 用 い Triple 
Difference により、個人の短大・大学進学確
率への影響を分析した。 

 
②制度変更に影響を受けたグループを特

定するため以下の推計を行った。JGSS は回
答者の 15歳時点の居住都道府県を把握でき、
当時の両親の職業情報を含んでいるため、こ
れらの情報と外部の公的データを利用し、回
答者の 15 歳時点の親の所得を推計し、制度
変更に影響を受けたグループを特定化した。 

 
③短大・大学進学または大学進学ダミーを

被説明変数とした線形回帰モデルの推計結
果は図 3 である。図 3 によると、制度変更に
より奨学金受給資格が拡大したグループに
おいて、大学進学を促進する効果が確認され
た。この効果は、観察可能な個人属性を制御
したとしても確認されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3 推計結果 

 

(3) 労働市場での成果に与える影響につい
ては、利用可能な個票データで分析を行った
が、必ずしも安定的な結果ではないため、分
析を継続している。 

 
(4) 市町村データ及び JGSS を用いた研究

は、学術論文としてまとめ、国内外の学会等
で研究報告を行った。 
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